


はじめに  

 

近年、日本国内では、若年失業率の上昇、ニートやフリーターの増加、新規学校卒業者

の離職率の高止まりなど若年者の就労問題が大きくクローズアップされている。こうした

事態に対応するため、平成 15 年 6 月に厚生労働省をはじめとする関係各省により策定さ

れた「若者自立・挑戦プラン」において、教育段階からのキャリア形成支援、きめ細かな

就職支援、若者が挑戦できる新たな就業機会の創出等を図る施策とともに、「若年者向けの

実践的な教育・職業能力開発の仕組みとして、新たに、企業実習と教育・職業訓練の組合

せ実施により若者を一人前の職業人に育てる『実務・教育連結型人材育成システム（日本

版デュアルシステム）』を導入する」こととされた。 
一方、印刷産業各社においては、生産の自動化、デジタル化や出版のマルチメディア

化の進展、とりわけプリプレス部門を中心としたデジタル化が急速に進みつつあり、そ

れに的確に対応できる人材の育成が急務となっているが、こうしたデジタル化に対応し

た機器、ソフトウエアを運用することのできる人材の不足や社内教育の遅れなどにより、

必要な人材と実態との間のミスマッチが大きな課題となっている。 
そのため、当連合会では平成１７年度に厚生労働省より「業界団体による日本版デュア

ルシステム導入促進事業」の委託を受け、印刷業界において企業の意とする教育訓練を外

部機関で実施することで体系的なスキルを習得させるとともに、習得したスキルを企業の

中で生かすことで若年者の採用、育成に資する「日本版デュアルシステム」の導入可能性

について検討することとした。 
本事業の推進に当たっては、当業界における若年者雇用の現状、育成に係る現状と問題

点等を把握するとともに、「日本版デュアルシステム導入」のニーズを明らかにするために、

会員団体に所属する企業並びに教育機関を対象として、アンケート・ヒアリング調査を実

施し、この調査結果を踏まえて、当業界における若年者の採用と育成に関する問題、課題

を明らかにし、その課題克服のひとつの方法として、「日本版デュアルシステム」の導入の

可能性についてアプローチを試みた。 
当事業の調査結果からは、印刷産業においては、若年労働者の雇用、育成に係る課題と

しては「適切な人材の確保」に対するニーズが高いことが明らかになるとともに、「日本版

デュアルシステム／実践型人材養成システム」は、こうしたニーズを満たすための手段と

して認識されており、利用意向も高くなっている。特に従業員規模の小さい企業において

は、積極的に利用していきたいという企業の割合が、従業員規模の大きい企業に比べて多

くなっている。また、地方の企業にとっても、人材の確保という面で高い期待が示された。 

 こうした調査結果をふまえ、当連合会としては、印刷産業界における同システムの導入

実現に向け、より具体的なシミュレーション・モデルの検討・作成の必要性を感じ、平成

18 年度も受託の調査研究事業として厚生労働省に申請することとしたい。 

会員各位におかれましては、本計画の内容を十分にご理解いただき、印刷産業並びに企

業における優秀な人材の確保さらには、ニート・フリーター対策という社会的問題解決の

観点からも、「日本版デュアルシステム／実践型人材養成システム」に対し積極的なご意

見・提案をお願いする次第であります。 
 

平成 18 年 3 月 
 

社団法人 日本印刷産業連合会 
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第 6 章  導入の可能性と今後の対応 

 

 

１. 「日本版デュアルシステム／実践型人材養成システム」 

導入の可能性と問題点・課題解決の方向性 

 

（１）「実践型人材養成システム」導入の可能性 

 

①企業側からみた「実践型人材養成システム」導入の可能性 

「適切な人材を確保」するための手段として利用意向が高い 

  

印刷産業における若年労働者の確保、育成にあたっての問題点・課題から、「適切な人材

の確保」に対するニーズが高いことが調査結果などから明らかになっている。 

「日本版デュアルシステム／実践型人材養成システム」は、こうしたニーズを満たすため

の手段として認識されており、利用意向も高くなっている。特に従業員規模の小さい企業

においては、積極的に利用していきたいという企業の割合が、従業員規模の大きい企業に

比べて多くなっている。地方の企業にとっても、人材の確保という面での期待度が高い。 

 また、システムを導入することによって、他業種に流れていた優秀な人材を囲い込み、

流出を防ぐという面でのメリットも指摘されている。 

 

「企業主導型のシステム」という企業ニーズの充足が必要条件 

  

どのようなカリキュラムを組むのか、訓練期間はどのぐらいを想定するのか、学校など

の教育訓練機関との役割分担、訓練生の処遇など、システムの導入にあたっては、解決し

なればならない問題点・課題は多いが、従業員規模の大小にかかわらず多くの企業が導入

の際の必要条件として挙げたのが、訓練生に対する選択権や優先的採用などの決定権を企

業が保有する「企業主導型のシステム」でなければならないという点である。 

 「日本版デュアルシステム／実践型人材養成システム」は企業の「適切な人材の確保」

という課題解決のために機能しなければならず、訓練期間中に想定される負担やリスクに

見合うメリットが提供されなければならないという意識が強い。 

 したがって、システムの導入にあたっては、こうした企業ニーズの充足が必要条件と考

えられ、印刷産業における「実践型人材養成システム」導入の可能性を左右する課題とし

て捉えられ、運用面などで企業ニーズを反映させるなどの工夫が必要になってくると考え

られる。 

 

②教育訓練機関側からみた「実践型人材養成システム」導入の可能性 

印刷産業だからこそ「実践型人材養成システム」は必要な制度 

  

後継者及び中堅社員など中核的人材の育成が課題となっている印刷業界だからこそ、「日

本版デュアルシステム／実践型人材養成システム」のような教育研修制度が必要であり、

既に類似したプログラムを展開している教育訓練機関が存在する。 
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